
大阪経大論集 ・第47巻第 3号 ・1996年 9月

「生産価格Jと競争

置塩信雄

筆者は1961年，I均衡利潤率の存在と成立jI)で生産価格の存在と資本聞の

競争によってそれへの収束が達成されるかといっ問題を論じた。そこでの結

論は資本聞の競争によって生産価格への収束が生じ各部門の利潤率は均等

化するというものであった。

その推論の骨子をも っとも簡単な場合について示すと以下のようである。

生産財部門と消費財部門とを考え，生産財，消費財はそれぞれ 1種類である

とする。生産財 1単位を生産する のに消耗する生産財は al> 投入しなければ

ならない直接的労働は η1であるとする。また，消費財 1単位を生産するのに

消耗する生産財は a2' 投入しなけれは、ならない直接的労働は町であるとす

る。固定設備の存在は捨象する。労働の再生産に必要な消費財の量は，労働

単位当たり Rであるとする。

以上の想定のもとで，生産財，消費財の価格を ρ1，ρ2とし，貨幣賃金率を

ωとすれば，生産価格は

ρ1= (1十 r)(α1ρl+n1W) 

ρ2= (1+r) (a2ρl+n2ω) 

R= W/P2 

で与えられる。2)ここで rは均等利潤率である。

(1) 

( 2 ) 

1)置塩「均等利潤率の存在と成立」季刊j理論経済学12巻 1号 1961，7 置塩 『現

代経済学の展開J東洋経済事「報社 1978 所収
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2 大阪経大論集第47巻第 3号

諾価格，貨幣賃金率は上式で決められる相対比率をはじめから充たしてい

るということはない。 したがって， 両部門の利潤率は等しくないだろうし，

実質賃金率 (ω/ρ2)も労働の再生産に必要な労働単位当たり消費財の量 Rに

等しくはないだろう。そのとき，利潤率の高い部門には資本が流入し，利潤

率の低い部門からは資本が流失するだろう。また，実質賃金率が Rより低い

ときは労働供給は減少し，実質賃金率がRより 高いときは労働供給は増加す

るだろう。その結果，諸価格， 貨幣賃金率の運動は

ρf+i=ρf(l+h(ri-r{)) (3) 

ρrl=ρi(l+h(r{-rDJ (4) 

ω'+1 = w' (1 + f(R-ω'jρDl (5) 

ここで，肩数は時点を表す。また rb r2は両部門の利潤率を示し，

ρ{=(1+r{)(a1ρ{+η1W') (6) 

ρi= (1十rD(a2ρf+nzω') ( 7 ) 

である。

式 (3)-(7)はム，Pz，ω rb r2についての連立定差方程式であり，こ

れらが諸価格，貨幣賃金率，利潤率の運動を示す。

この連立定差方程式は，諸価格・貨幣賃金率の反応、係数 h，fがあまり大で

はないとき，任意の初期値から出発して時聞の経過とともに(1)， (2)で示

きれる生産価格に収束する。諸価格・貨幣賃金率の反応係数 h，fがあまり大

であるときには，諸価格 ・貨幣賃金率がマイナスとなることが生じる 3)。

2) もとの論文では，商品の種類がより 一般的に n個であること，諸価格・貨幣

賃金率の運動方程式が定差方程式でなく ，微分方程式である点に相違がある。

定差方程式と微分方程式の優劣については置塩「経済分析における微分方程

式と定差方程式の援用について」神戸大学『経済学研究J年報 1982，置塩

『現代経済学j筑摩書房 1988 所収

3) もとの論文では，微分方程式による定式であったため，このようなことは生

じなかった。そこでは微分方程式の性質を用いて，大局的な安定性を示した。

本文(3)-(7)の非線形定差方程式の解を一般的に求めるのは困難で、ある。

それゆえ，以下に数値例を示す。



「生産価格jと競争 3 

。
Y
E
A
 

Y
E
ム

この結果に，当時筆者はマルクスの生産価格の成立過程についての考えを

論証するものとして満足で、あった。しか しその後， 筆者はこの論文に不満を

抱きこれを撤回したぺその主な理由は次のょっであった。いま仮に消費財部

門の利潤率が生産財部門の利潤率に比して高かったと しよ う。 このため，資

本の消費財部門への流入，生産財部門からの流出が起こったとしよう 。消費

財部門への流入のためには消費財生産のために必要な生産財と労働を購入し

なければならない。他方，生産財部門からの資本の流出によ って，従来この

部門で投入されていた生産財や労働の需要が減少するかもしれない。このよ

うにして生じる生産財，労働への需要の変化を考慮、に入れると，諸価格・貨

幣賃金率の運動が前項の (3)-(5)のように定式化するこ とが出来るかとい

10 M = 100 :DIM P1 (M) ，P2 (M) ，R1 (M) ，R2 (M) ，W (M) 

20 A1二 0.5:N1=1 :A2=0.2 :N2=1 :H=0.5 :F=0.5 :R=0.3 

30 P1 (0) =3 :P2(0) =2 :W(O) =0.6 

40 T=O 

50 R1 (T) = P1 (T) / (A1牢Pl(T)+N1*W(T))-1 

60 R2(T) =P2(T)/ (A2 * p1 (T) + N2 *W(T))-l 

70 P1 (T+ 1) =P1 (T) * (1+ H * (R2 (T) -Rl(T))) : 1 F Pl(T+ 1) < 
o THEM PRINT "P1 < 0" :STOP 

80 P2(T+1) =P2(T) * (1十H* (R1 (T) -R2 (T))) : 1 F P1 (T+ 1) < 
o THEM PRINT "P2 < 0" :STOP 

90 W(T+l)=W(T) * (1+F* (R-W(T)/P2(T))) : IF W(T+1)く

o THEN PRINT "W < 0" :STOP 
100 PRINT P1 (T) ，P2 (T) ， W (T) ， R1 (T) ，R2 (T) 

110 Tニ T+1:GOTO 50 

50， 60行は本文の式(6)，(7)を， 70-90行は式(3)-(5)を示している。

この BASICのプログラムを実行すると両部門の利潤率は均等利潤率に循

環運動を描きながら収束する。この数値例では均等利潤率は0.50472である。

4)撤回する際の理由については，置塩 『資本制の基礎理論j増訂版創文社

1978年の序章 p.7および置塩 『現代経済学の展開J東洋経済新報社 1978年
の「はじめにJp. II参照。
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うこ とに深刻な疑問を感じた。

たとえば，上記の資本の流出 ・入によって生産財への需要が減少し，労働

への需要が増加したとしよう ，すると生産財価格は差当り生産財需要の減少

のため下落するであろう 。 ところが(3 )によれば生産財ー価格は上昇すること

になっている。 また，貨幣賃金率は労働需要の増加のため上昇するであろう 。

すると，これによって労働者の消費財需要は増加するであろう 。その結果消

費財価格は上昇するであろう 。 ところが(4 )によれば消費財価格は下落する

ことになっている。

このように， (3)， (4)が諸価格の運動を正確にとらええないのは，生産

の変化は必ずまず生産財や労働に対する需要の変化が先行しなければならな

いという事情を考慮に入れていないからである。生産の変化はこの需要が充

たされるか否かに依存して，生産財や労働の投入量がきまり， 一定の生産期

間が経過したあとに現われるのである。

利潤率の高い部門では資本の流入によって価格が下落するという考え (そ

れはA.スミス， D.リカード， K.マルクスをはじめとし L.ワルラス， J .シュ

ムペーターに至る人たちの考えである)は，資本流入によ ってその商品の供

給カ、増加することの価格への影響を頭に描いているのである。 しかし，上述

したように，生産の増加に先立って生産財・労働への需要が変化しなければ、

ならず，それが差当 り価格を動かすのである。そして，それに対して売り向

う供給はこの生産財・労働を投入して生産されるものではない九

5)この点は，景気の上昇局面の議論においてよく見られる次のような推論と同

じ性質のものである。景気の上昇局面では大量の投資が行なわれる。この大

量の投資が生産期聞の経過後に生産能力化したとき，販売に困難が生じると

いう議論である。確かに，大量の投資が生産期間の経過後に生産能力化した

とき，販売しなければならないという問題が生じる。しかし，投資は差し当

たりは生産財 ・労働への需要として現れるという点が忘れられてはならない。

このことを考慮すれは¥景気の上昇局面の早期に行なわれた大量の投資が生

産期聞の経過後に生産能力化したとき販売に困難が生じるか否かは，その時

になお投資需要が続いているかどうかによるのである。
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筆者がこのような理由てv論文を撤回したのち， 1980年代になって，二階

堂氏をはじめとする多くの研究者が資本の競争が生産価格への収束をもたら

すかという問題に取り 組んだへ

ここで¥それらについて詳細に筆者の見解を述べる余裕はないが，これら

の出発点となっている二階堂氏のモデル (1985)について若干検討しておこ

うη

モテソレは

xi+1-xi= Wi十β(rf-rD(fIi+IIi))/q， β>0 (8) 

xf=ai，xf+'+ai2xj+' i=l， 2 ( 9 ) 

ここで Xi，II，:， ri， qiは第 i部門の生産量，利潤，手iJ潤率，生産物 l単位

当たりの投下資本量であり ，生産財 ・消費財の価格を ρ"ρ2とすれば

6) Nikaido， H. 1983.“Marx on competition"， Zeitschrift fur National-

okonomie， vol.43 

Nikaido， H .1985.“Dynamics of Growth and Capital Mobility in Marx's 

Scheme of Reproduction"， Zeitschrift fur Nationalokonomie， vol. 45， 

NO.3 

Steedman， 1.1984.“Natural prices， differ巴ntialprofit rates and the 

classical competitive process"， The Manchester School， N 0.2， J une 
Flaschel. P. and Semmler. W.1987 “Classical and N巴oclassicalCom-

p巴titiveAdjustment Processes"， The Manchester School of Eco 

nomic and Social Studies 

Dumenil， G. and Levy， D .1987 “The dynamics of competition: a 

restoration of classical analysis"， Cambridge J ournal of Economics， 

11 

7)二階堂 (1985)における Market-Cl巴aringProc巴ss(p. 213)のモデルを次

の2点で修正したものを示す。(1)資本家の消費需要を捨象し， s二 1とお し

(2 )両部門の利潤率が相違するとき，資本移動の量は利潤率の差と両部門の

利j間合計の関数であるとする。(3)微分方程式を定差方程式に書き替える。

(1)， (2)は議論を簡単にするためであり， (3)は時間前後の関係を明確に

示すためである。
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q，=aliρl十a2'ρ (10)

rr，=r，q，x， i=l， 2 

r，= (ρ，-q;}/q， 

(11) 

(12) 

であ る。このモデルの変数は ん，II i， ri， qi，ρ1/あ の 9個であり ，(8) -(12) 

の方程式で完結している。式 (8 )は生産財部門への新投資の大きさを示し，

それが両部門の利潤率の差に依存している。消費財部門の新投資関数が示さ

れていないのは， (8)， (9)から

xi+1-xi= (rri-β(rf-rD (rrf+rrD/q2 β>0 

が導けるからであるへ

式(8 ) -(12)で決まる各部門の利潤率の運動は両部門の利潤率が均等化す

るというマルクスや古典派が主張したょっな働 きを示さない9)。この事から，

8)二階堂氏は

qf(xl+1-xf) +qHx~+I-xn = n l+ n ~ 

なる想定 (セイの法則)を置いている。(p.201，式(17)) 

9)実際，式(9)より

Y'二 (a'lY'叫 +aI2)/(α21Y'+1+a22)， Y' = xl /x~ 

dY'/dY'+I= (alla22-a'2a21)/(a21 Y'+1十a22)2 

他方，(9)のおいて，部門比率 Yが一定である解についてみると

Y/G=all Y+a'2， 1/G=a21 y十a22， G=XI+l /xl = x~ +I /X~ 

(alla22-aI2a21) G2ー (all+a22) G+1=0 

上掲の微分係数をこの Y点で評価すると

dYt+l/ dY' = 1/ (alla22-a'2a21) G2 = 1/ ((all十a22)G-1) 

となるが，aiiG<lであるから，((all+a22)G-1)2<1となり，したがって，

Y'， GI， G~ は一定となる点には収束 し ない。

一方，式(8 )に(10)-(12)を代入すると

Gf==パートβ(パーペ)(r，'+ Y'rH1+パ)/ (1十rf)/ρ')
となるが， (10) -(12)から rLp'はいずれも行のみの関数であるから，上式

より rfは(8)で運動が決まる G[，Y'に依存する。すでにみたように，GI， 

F は収束しないのであるから，rfも均等利潤率には収束しない。

収束しないにしても，利潤率が均等利j閏率を 中心に循環し，その振幅が一

定の幅のなかに入る場合には，["生産価格」は「重心をなす」とい うことが出

来る。しか し， このモデルではそのようなことは生じない。それは定差方程



「生産価格」と競争

二階堂氏はマルクスの「生産価格」は normativeな意味しかもたないと結論

している。

だが，モデルを構成する (8 )， (9)には経済学的に考えていくつかの間題

がある。第ーの問題は，このモデルでは，労働者の受け取る消費財で測った

実質賃金率は常に一定であるとされていることである。このモテソレでの aZi

は

aZi=niR 

と定義されている。ここで niは第 z部門の生産物を 1単位生産するのに要す

る直接的労働であり ，Rは消費財で測った実質賃金率である。そして，それ

らはいずれも一定とされている。この想定のもとでは，資本の競争によって

消費財の価格が変動すると直ちに貨幣賃金率が同率で変化する。これは極め

て奇妙な想定である。

第 2の問題は，資本聞の競争を論じるにあたって，セイの法則を前提して

いることである。全部門の新投資額は，全部門の利潤総計から資本家の消費

需要を差し号|いた残余に常に等しいと想定している。しかし，資本家の貯蓄

額と新投資額は常に等しいとは限らない。

第 3の問題は，諾商品の価格の決まり方についてである。二階堂氏はこの

モデルでは価格は市場で生産物が全部売り尽くされるような水準に瞬時に調

整されると考えている。実際，両部門の生産物が全部売り尽くされる状態は

(資本家の消費需要を本稿では捨象しているが)(9)で示されている。生産

量xl， xi前期の投入によって先決されている。これが全部売り尽くされるた

めには， Xf+l， Xi+lは(9 )で決められる大きさにならねばならない。このよう

に訂+1，XJ+lが資本家の新投資決定によって決められるためには，価格の相対

比は(8 )を満たすようにならねばならない。しかし，そのような相対価格は

一般には存在しない 10)。

式(9 )を調べれば分かる。両部門の部門比の初期値が，均衡値でないかぎり，

やがて，いずれかの生産量が負の値を取らなければならなくなる。

10)例えば， all = .5， a21 = .3， a12= .2， a22= .3，β=2でx;=100，xi=250の
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IV。

以上のことを考慮に入れて，生産価格への収束の問題を考えるとすれば，

どのようなことが考えられるだろうか。 )1頃に考えていこう。

(イ) 生産。 生産には一定の生産期間を要する。生産要素の投入から 1期

間経てから生産物がえられるとする。生産財，消費財はそれぞれ 1種類とす

る。生産財，消費財をそれぞれ 1単位生産するのに生産財を al，a2，直接労

働を n[， n2投入しなければならない。生産財は生産設備のような固定資本財

ではないり 1回の使用によって消耗するとする。手持ちの生産財はすべて

生産に投入され，在庫は存在しない。ある時点における生産量 X[， X2は，そ

れより 1期間以前の投入活動によって決定されており，その意味で先決され

た所与の量である。

(吋生産財の需要。 t時点のおける生産財に対する需要(名目)は，各部

門で [-1時点に回収した売上額

ρ[-1 Xf-l，ρi-1 xi-1 

と，t-1時点での利潤率 rt-1，ri-1を勘案して

(1+βrt-1)ρf-1xf-l， (1+βri-1) Pi-1xi-1 β>0 

だけの資金を調達し l丸山，これを t-1時点での生産財投入価額・労働賃金額

ときには，相対価格 p'=.899で(8)，(9)を成立させるが，そのとき(9 )よ

りX!+l= -222.22， X~ + l =1055.56となり ，t+1 時点ではもはや(8)を成立

させる相対価格〆+1は存在しない。

11)固定資本財を考慮、した場合については，続稿てい取り扱う。

12)ここで想定されている企業の資金調達の仕方は，前期に利i閏がセoロならば，

前期の売上額のほかに資金を調達しないことを意味する。また，前期の手IJ潤

がプラスならは¥前期の売上額以上に資金を調達する。この場合，売上額に

は利j聞が含まれているのであるから，前期の利潤以上に新投資を行なうとい

うことを意味している。この資金調達は，企業の内部留保による必要はない。

ここでは，銀行からの借入によると想、定しておこう 。したがって，係数βの

大きさは企業の決定態度に依存するのみならず，銀行の融資態度に依存する。

こうして調達した生産財購入のための資金は生産財の価格の如何にかかわら
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の比で t時点における生産財投入価額と労働賃金額に分ける。すると，各部門

で生産財の需要にあてられる金額 Df.Diは

Df= (1 +βrf-l)ρf-1xf-1a，ρf-1/(alρf -1 + n 1 w t -1 ) 

Di=(1+βd-1)ρi-1 Xi-1a2ρf-l / (a2ρ!-1+η2ωト 1) 

となる。ところが，両部門の利潤率を定義する (4)，(5)によ って Df， Diは

Df= (1+βrf-l) (1 + r!-l) X!-l a， pf-l 

Di=(l+βri-') (1 + ri-1) xi-1 a2pf-' 

となる。

(13) 

(l4) 

付生産財の価格。 t時点における生産財の価格針は，t-1時点での生

産要素の投入によって先決されている生産財生産量 xfが，両部門で決定され

ている生産財需要のために調達されている金額 Df， Diの合計によって販売

し尽くされる水準で決まると想定する 14)。したがって

ρf= (Df+Dn/x! (15) 

ず必ず支出すると想定する。

l3)生産側格への収束問題を論じる場合，通常，手11i間率の高い音fS門ではプラスの

新投資が，利糊率の低い部門では7 イナスの新投資が行なわれると想定され

ている。しかし本稿では，平IJi閏率の高い部門の資本増加率が，低い音1¥門の

それに比して大きいとだけ想定している。その理由は，本稿では固定資本を

捨象しているのであるから，利i悶率の高低に着目すれば，すべての資本投下

を利潤率の高い部門に集中するのが私的資本にとって合理的である。しかし

その場合には利潤率の低い部門では生産要素は投入きれないから，次期の生

産量はゼロとなる。

14)価格決定についてのこの想定は，供給者が製品の持越をしないことを意味し

ている。価格がいかに低くても，生産量を売 り尽くすのである。持越し在庫

を増加したり，生産量を減少させることによ って価格を維持することは出来

ない。生産量の調節は，投入生産要素の減少によるが，それが生産量の減少

としてあらわれるのは生産期間が経過した次期においてであり ，現時点の生

産量は過去の投入によ って先決きれている。

また，価格が変化しても，生産財に対する名目的需要総計はすでに決定し

た額で固定していると想定している。価格が上昇したときは， 需要者は固定

した需要価額では計画しただけの生産財を手に入れることが出来ないから，

資金調達を増加するだろう 。しかし，ここではそのことを捨象している。供
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Lニ) 生産量。 t時点に入手した生産財は Df/ρf， DU針であるが，両部門

でこれらの生産財をすべて生産に投入するから十l時点における生産量

(供給量)は

xi+l=Df!ρia1 

xJ+l=DUρfa2 

である。

(村 労働雇用量。 t+l時点にこれだけの生産量を供給するには，

N1 = n，x，t+1 + n?x;+1 =ηIX; 十 η2X"

だけの労働を t時点に雇用して生産に投入しなければならない。

(16) 

(17) 

(18) 

(サ 貨幣賃金率。 t時点の貨幣賃金率は，t-l時点での実質賃金率 ω1-1/

ρJ-1が労働力再生産に必要な実質賃金率の水準 Rより高いか低いかにした

がって，t-l時点の貨幣賃金率により上昇したり下落したりすると想定す

る。すると

ω1=ω1-1 (1 + /(R一ω1-1/ρJ-1)) 

である。

(19) 

(卜) 消費財価格。 消費財の価格は先決され t時点では所与である生産量

xiを販売し尽くす水準に決まる。消費財に対する需要者は労働者だけである

と想定する。すると

ρi=wINI/xi (20) 

である。

給量は固定していると想定しているから，もし実質需要がこれを上回った と

き，この実質需要を裏ずける資金の調達を許すと，超過需要はなくならず価

格騰貴が継続することになるからである。

価格が低下したときは，固定した名目需要価額だけ購入すれば，需要者は

計画したより多くの生産財を購入することになる。それによ って，実質需要

は増加し，生産量は販売し尽くされる。しかし，購入した生産財はすべてそ

の時点で生産に投入されると想定されているのであるから，企業は自らが計

画した以上の生産を行なフことになる。この点は，本稿の想定が後に見なお

されなければならない問題点の一つである。



「生産制格」と競争 11 

式(6 )， (7)， (l3) -(20)の10個は，W， N， ρ1， P2' r1， r2， Xb X2， Db  

D2の10個の変数の運動を決める completemodelを与える。

V。

このモデルは，連立非線形定差方程式であ るので，これを一般的に解 くの

は困難であ る。したがって，これを数値計算する ために， BASICによるプロ

グラム を示す。

10 M = 200 :D 1 M W仰の，N(M)，P1(M) ，P2(M) ，R1(M) ，R2(M) ，X1 

(M) ， X2 (M) ， D1 (M) ， D2 (M) 

20 A1=0.5 :N1=1 :A2=0.2 :N2=1 :R=0.3 :B=0.4 :F=0.5 

30 Pl(O) =3 :P2(0)=2 :W(O)=l 

40 X1 (0) = 125 :X2 (0) = 100 :X1 (1) = 130 :X2 (1) = 105 

50 T=l 

60 R1 (T -1) = P1 (T -1) / (A1 * Pl (T -1) + N1 * W (T -1)) -1 

70 R2 (T -1) = P2 (T -1) / (A2 * Pl(T -1) + N2 * W (T -1) ) -1 

80 Dl(T) = (1 + B * Rl(T-1)) * (1 + R1 (T-1)) * Xl(T-1) * Al* 

P1 (T-1) 

90 D2 (T) = (1 + B * R2 (T -1)) * (1 + R2 (T -1)) * X2 (T -1) * A2 * 

Pl(T-1) 

100 P1 (T) = (D1 (T) + D2 (T)) /X1 (T) 

110 X1 (T + 1) = Dl (T) /P1 (T) / A1 

120 X2 (T + 1) = D2 (T) /P1 (T) / A2 

l30 N (T) =Nl* Xl(T+1) + N2* X2 (T十1)

140 W(T)=W(T-1) * (1+F* (R-W(T-1)/P2(T-1))) 

150 P2 (T) = W (T) * N (T) /X2 (T) 

160 PRINT Rl(T-1)， R2 (T-1) ， T-1 

170 T=T+1 :GOTO 60 

このプログラム を実行すると，両部門の利潤率は循環を描きながら均等な
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利潤率に収束してゆく 。しかし，生産財の生産技術が (a1=0.5，nl=l)，消

費財生産の技術が (a2=0.2，的 =1) で，労働力の再生産に対応する実質賃

金率が R=0.3であるとき式(1)， (2)で決ま る均等利潤率0.50472(註 3参

照)ではなく ，両部門の利潤率は0.21255に収束する 15)，16)

15)この収束する利潤率 0.21255は何によ って決められているのであろうか?

この収束点てすま，当然両部門の利潤率は停止している。それ故，式(6)，(7) 

から賃金単位で測った生産財価格，消費財価格ρJw，P2/Wはともに停止し

ていなくてはならない。そのためには，生産財価格，消費財価格，貨幣賃金

率は同率で変化しなければならないから，式(19)より

ω1+1 /W' = pl+l /ρ!=ρ~ +l /M = 1 + f(R一ω/ρ)

である。また，式(13)，(14)， (16)， (17)より

X !+l/X!-1 =X~ +I /X~ -I = (1 +br) (1 + 1')針 1/針
であるから，

Xf+l/xl=Gf， X~ +I /X~=G~ 

(A) 

(B) 

(C) 

G!G! -1 二 G~G~ -1 = (1+ br) (1 + 1') /(1 +f(R-w/ρ))=k (D) 

となる。また，部門比率を

x! /x~=μ ( E ) 

と書けば，式(15)-(17)と(C)，(D)より，

μ'=(alμ1+1 +a2) G~ (F) 

また， (13)， (14)， (16) -(18)， (20)と(C)，(E)より

ん/w=(η1μ1+1+η2) G~ (G) 

をえる 。 ( G ) の両辺に G~+1 を掛けると ( D ) より

Gi+1P2/W= (n1μ1+1 + n2) k 

となるから，(F)より

G~ +l= (a1p，/w十n，)k/(ρ，/w+a1n，k-a，n1k) (H) 

となり， G2が一定となることが分かる。すると ，(G)から μ も一定でなけれ

ばならない。これをμとしよう 。部門比率μが一定であるためには G1はG2と

等しくなければならない。これを Gとしよう。それ故，(F)， (G)は

μ= (a1μ+a，) G， ρ，/w= (n1μ+η，) G 

となる。この 2式より μを消去すれば

(a2nl -al nZ) G2 + (n， + a1P2/ω)G-ρ，/w=O (I) 

となる。他方(1)，(2)より ρ，/wを消去すれば

(a2nl-al η，) (1+1')'十 (n2+alP2/ω)(1 +1') 戸2/W=0 (J) 

をえる。(1)，(J)を比較すればすぐ分かるように
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VI。

我々は資本聞の競争の結果，両部門聞の利潤率が均等化することを示すモ

デルをもつことになった。 しかし，このモデjレも幾つかの点で欠点をもっ。

付) その均等利潤率は，各部門の生産技術と労働力の再生産に必要な実質

賃金率Rが与えられたときに(1)，(2)で決められる生産価格，均等利潤率

とは等しくない。我々の数値例で，各部門の生産技術と労働力の再生産に必

要な実質賃金率 Rが与えられたときに(1)，(2)で決められる均等利潤率は

0.50472であるが，この競争モデルで収束する均等利潤率は0.21255である。

したがって，また，収束点における消費財ではなかった実質賃金率 w/ρ2は労

働力の再生産に必要な実質賃金率 Rが0.3と想定されているのに，それより

高い0.51035となる。したがって，そこでは貨幣賃金率，諸価格は (16)により

一定の率で低下しつづけることになる。

(ロ)収束点における両部門の生産量は均等利潤率と等しい増加率0.21255

となる。したがって，総労働雇用量も0.21255の増加率で増加する。この労働

雇用を賄うには，労働供給量が0.20255以上の増加率で増加しなくてはならな

い。 しかし，そのことは当然に保障されているわけではない。

付 このモデルでは，式(16)において，t時点の貨幣賃金率は t-1時点での

実質賃金率が労働力の再生産に必要な実質賃金率 Rより高いか低いかに応

G=l+ァ (K)

で，両部門の生産量の変化率は均等利潤率に等しい。 (J)より分かるように，

ρ2/ω は (1十γ)の関数であり

戸2/W=((a2n，-a，n2) (1十γ)2+η2(1+r))/(l-a，(1+ァ)) (L) 

である。それ故， (H)に， (K)， (L)， (D)を代入すると

F L1(1 + r) 2+ (n2F+!a，-(l-b)L1) (1 +r) -(j十町(l-b))=0 (M) 

dニ (a2n，-a，nz)， F=(l+!R-b) 

をえる。これが均等利潤率の水準を決める方程式である。この 2次方程式の

正根 (L1がプラスのときには 2正根のうち小なる方)が均等利潤率を与える。

16)手lJi閏率に対する反応係数βが大きい値を取れば，両部門の利i閏率は均等利潤

率に収束しない。
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じて下落ある いは上昇すると想定した。しかし，この想定は妥当だろ うか。

実質賃金率が Rより低かったとしても，もし労働の雇用量が減少していると

きには貨幣賃金率の上昇を勝ちとることは困難である。また，実質賃金率が

Rより高かったとしても，もし労働の雇用量が増大しているときには貨幣賃

金率の引下は困難で、ある。

これらのうち， cロ)，付は特に検討を要する。(吋は労働の入手可能性に関す

るものである。これについて考えるには，労働者の労働供給態度について立

ち入った検討を行なうことが必要となる。そして，このことは付の問題を考

える際にも関連をもってくる。実際，貨幣賃金率の運動を見るとき，労働の

供給者としての労働者の態度は重要な要因であるからである。

付の問題について。確かにこのモデルでは，式 (16)において，t時点の貨幣

賃金率は t-1時点での実質賃金率が労働力の再生産に必要な実質賃金率 R

より高いか低いかに応じて下落あるいは上昇すると想定し，労働雇用量の変

化と貨幣賃金率の変化との関連を考慮していない。 しかし，ひょっとしたら，

このモデルでも労働雇用量の変化と貨幣賃金率の変化との関連を事実上うま

くクリヤーしているかも知れない。

このことを，このモデルについて計算の結果を調べてみると，たとえば第

6時点，第 7時点での貨幣賃金率，労働雇用量は

W(6)=O.472， W(7)=O.348， M(6)=480.9， N(7)=609.0 

である。第6時点から第 7時点にかけて，雇用量が増加しているにもかかわ

らず，貨幣賃金率は低下している。これは，経済的にみて奇妙な結果である。

この点を修正するために (19)を

ωt=ωt-) (1十f(Nt/ Nt-l-l)) (19' ) 

と置き換えると，利潤率は均等利潤率に収束しない。

(ロ)，付の問題点を解決するには，労働者の労働供給態度を考慮に入れて貨

幣賃金率の運動方程式 (19)を再検討する必要がある。この再検討を遂行する

と，利潤と競争の関係についての思いがけない重要な問題が浮かび上がって

くる。これについては続稿で述べる。
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